
1 

税務訴訟資料 第２６１号－９３（順号１１６８３） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 所得税更正処分取消等請求事件 

国側当事者・国（雪谷税務署長事務承継者荏原税務署長） 

平成２３年５月１１日棄却・控訴 

 

判 決 

原告         甲 

同訴訟代理人弁護士  西野 敞雄 

同          星野 健秀 

同補佐人税理士    川島 貢 

被告         国 

同代表者法務大臣   江田 五月 

処分行政庁      雪谷税務署長事務承継者荏原税務署長 

           髙松 謙悟 

被告指定代理人    吉田 俊介 

同          荒井 秀太郎 

同          嶺山 登 

同          西田 昭夫 

同          佐藤 謙一 

同          河野 博己 

同          佐藤 正敏 

 

主 文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 雪谷税務署長が原告に対し平成２０年４月１０日付けでした平成１７年分の所得税について

の更正処分のうち総所得金額５億８９５３万９７５０円及び納付すべき税額２億１４７５万９

５００円を超える部分並びに過少申告加算税の賦課決定処分を取り消す。 

２ 雪谷税務署長が原告に対し平成２０年４月１０日付けでした平成１８年分の所得税について

の更正処分のうち総所得金額１億８５５０万５９００円及び納付すべき税額６４１２万０６０

０円を超える部分並びに過少申告加算税の賦課決定処分を取り消す。 

第２ 事案の概要等 

 本件は、新株予約権の行使により発行された株式に係るいわゆる評価益につき原告が一時所得に

該当するとして平成１７年分及び平成１８年分の所得税の確定申告をしたところ、雪谷税務署長が

上記評価益は雑所得に該当するとして更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分をしたため、原

告がそれらの処分の取消しを求める事案である。 
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１ 関係法令の定め 

 関係法令は、別紙１関係法令記載のとおりである。 

２ 前提事実（当事者間に争いのない事実、括弧内掲記の証拠又は弁論の全趣旨により容易に認定

することができる事実及び当裁判所に顕著な事実） 

(1) 原告その他本件の関係者について 

ア 株式会社Ａ（以下「Ａ」という。）は、ねじの製造及び販売等を目的とし、その株式がＢ

証券取引所（第２部）に上場された株式会社である（当事者間に争いのない事実）。 

イ Ｃ組合（以下「本件組合」という。）は、Ａが発行した又は発行する株式（以下「Ａ株」

という。）等を取得して投資することを目的とし、平成１７年４月１６日に組合契約の効力

が生じた民法上の組合である（乙１）。 

ウ 原告は、平成１７年４月１６日付けで、本件組合の業務執行組合員であり本件組合を代表

するとされる株式会社Ｄ（以下「Ｄ」という。）との間で投資事業組合契約（以下「本件組

合契約」という。）を締結し、本件組合契約の定めるところに従って出資をした、本件組合

の業務執行組合員以外の組合員（本件組合契約上は非業務執行組合員と呼ばれている。）で

ある（乙１）。 

(2) 原告の利益の取得状況等（当事者間に争いのない事実） 

ア Ａは、平成１７年６月２９日に開催された第１３０期定時株主総会において、「株式会社

Ａ第３回新株予約権」（以下「本件新株予約権」という。）として本件組合に対して特に有利

な条件をもって新株予約権１万１６７０個（１億１６７０万株）を発行することにつき決議

し、同年８月１１日、本件組合に割り当てて本件新株予約権を発行した。 

イ 原告は、別紙２「払込年月日」欄及び「払込金額（出資口数相当数）」欄記載のとおり、

本件組合契約に基づく出資口数のうち７００口に相当する金額を本件組合に払い込んだ。 

 本件組合は、原告の払込みに応じて、同別紙の「権利行使年月日」欄記載のとおり、Ａに

対して新株予約権を行使し、原告は、そのころ、同別紙の「現物配分株式数」欄記載のとお

り、本件組合からＡ株の分配を受けた。なお、上記の各権利の行使の日におけるＡ株の公表

された最終価格（以下「終値」という。）は、それぞれ、平成１７年８月２５日が２６１円、

同年１０月１７日が２２５円、平成１８年１月６日が２２３円、同年２月７日が１７４円で

あった。 

ウ 原告は、前記イにより、所定の計算をしたいわゆる評価益として、平成１７年分として１

１億５６１７万９５００円及び平成１８年分として３億５１８７万１８００円（以下、これ

らを併せて「本件経済的利益」という。）をそれぞれ得た。 

(3) 本件訴えの提起に至る経緯 

ア 確定申告（弁論の全趣旨） 

(ア) 平成１７年分の所得税について 

 原告は、平成１８年３月１３日、別紙３の「Ａ確定申告」欄記載のとおりの確定申告を

した。 

 原告は、同月１７日、前記の確定申告から所得控除の金額を減じて、同別紙の「Ｂ修正

申告」欄記載のとおりの修正申告をした。 

(イ) 平成１８年分の所得税について 

 原告は、平成１９年３月２日、別紙４の「Ａ確定申告」欄記載のとおりの確定申告をし
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た。 

イ 更正処分（甲１の１及び２） 

 雪谷税務署長は、平成２０年４月１０日、原告に対して、平成１７年分の所得税について

は別紙３の「Ｃ更正処分等」欄記載のとおり、平成１８年分の所得税については別紙４の「Ｂ

更正処分等」欄記載のとおり、それぞれ更正処分（以下「本件各更正処分」という。）をし、

併せて過少申告加算税の各賦課決定処分（以下「本件各賦課決定処分」といい、本件各更正

処分と併せて「本件各更正処分等」という。）をした。 

ウ 異議申立て及び異議決定 

 原告は、平成２０年５月２８日、東京国税局長に対して、本件各更正処分等を不服として、

異議申立て（以下「本件異議申立て」という。）をした（甲２の１及び２）。 

 これに対して、東京国税局長は、平成２０年８月２０日、本件異議申立てを棄却する旨の

決定（以下「本件異議決定」という。）をした（甲３）。 

エ 審査請求及び裁決 

 原告は、平成２０年９月１７日、国税不服審判所長に対して、本件異議決定を経た後の本

件各更正処分等に不服があるとして、審査請求（以下「本件審査請求」という。）をした（甲

４）。 

 これに対して、国税不服審判所長は、平成２１年４月１３日、本件審査請求を棄却する旨

の裁決（以下「本件裁決」という。）をし、原告は、そのころ、本件裁決の裁決書謄本の送

付を受けた（甲５、弁論の全趣旨）。 

オ 本件訴えの提起 

 原告は、平成２１年７月８日、本件各更正処分等の取消しを求めて、本件訴えを提起した

（当裁判所に顕著な事実）。 

３ 本件各更正処分等の根拠及び適法性に関する当事者の主張 

 本件各更正処分等の根拠及び適法性に関する被告の主張は、後記５において述べるほか、別紙

５本件各更正処分等の根拠及び適法性に記載のとおりである。なお、平成１７年分及び平成１８

年分のいずれについても、本件各更正処分に関する雑所得の金額、一時所得の金額、課税総所得

金額及び納付すべき税額並びに本件各賦課決定処分における過少申告加算税の金額以外の事項

については、当事者間に争いがない。 

４ 争点 

(1) 本件経済的利益の所得の種類 

 本件経済的利益は一時所得と雑所得のいずれに該当するか 

(2) 本件各更正処分等に対する行政上の信義則の適用の可否（予備的主張） 

 本件経済的利益は一時所得に該当する旨の税務相談官の教示があったか及びこれがあった

場合にそれに反してされた本件各更正処分等は行政上の信義則に反し無効となるか 

５ 争点に対する当事者の主張 

(1) 争点(1)（本件経済的利益の所得の種類）について 

（被告の主張の要旨） 

 本件経済的利益は、次に述べるとおり、原告の主張するところとは異なり、一時所得には該

当せず、雑所得に該当する。 

ア 所得税法における所得区分 
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(ア) 所得税法は、所得をその源泉ないし性質に応じて利子所得ないし雑所得の１０種類に

分類している。これは、所得はその性質や発生の態様によって担税力が異なるという前提

に立って、公平負担の観点から、各種の所得について、それぞれの担税力の相違に応じた

計算方法を定め、また、それぞれの態様に応じた課税方法を定めているためである。 

 そして、所得税法は、各種所得について、具体的にその内容を定めており、一時所得に

ついては、同法３４条１項に規定する利子所得ないし譲渡所得のいずれの所得にも該当し

ないもののうち、「営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得」で、

かつ、「労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないもの」に該当す

る所得とされているが、最後に雑所得というバスケット・カテゴリーを設け（同法３５条）、

他の所得分類に該当しないものはすべてこの所得分類で受ける方法をとっている。これを

一時所得との関係でいえば、利子所得ないし譲渡所得のいずれの所得にも該当しないもの

のうち、「営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得」及び「労務そ

の他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないもの」の２つの要件をいずれも

満たすときは一時所得となり、いずれかの要件を欠くときには雑所得となる。 

(イ) そして、「営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得」とは、所

得源泉を有する所得以外の所得の趣旨と解すべきであり、ある行為又は状態が所得源泉と

みられるかどうかは、所得の基礎の源泉性、恒常性によって区別されるものであることか

らすると、一時所得の判断に当たっては、ある所得が、単に現象として一時的に発生した

所得であるという点のみを判断基準としてみるべきではなく、一時的に発生した所得の性

質が所得源泉性を有しているか否かによって決せられ、その所得源泉性は、具体的な行為

のみならず、所得の基礎となる状態をとらえて、そこに継続性、恒常性が認められれば、

所得源泉たり得るというべきである。 

 また、「労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないもの」におけ

る役務の提供の対価としての性質とは、一時所得を一時的、偶発的なものに限定しようと

した所得税法の趣旨にかんがみれば、対価性を有する所得は、たとえ一時的なものであっ

ても、偶発的に発生した所得ではなく、類型的にその担税力は対価性のない偶発的な所得

のそれよりは大きいとみなし得るから、対価性を広くとらえ、給付が具体的、特定的な役

務行為に対応ないし等価の関係にある場合に限られるものではなくて、広く給付が抽象的、

一般的な役務行為に密接、関連してなされる場合をも含むものと解するのが相当である。

したがって、一時所得の判断に当たり、「給付」が抽象的・一般的な「労務・役務」行為

に密接・関連してなされれば、その対価性は首肯されるというべきである。 

イ 本件について 

(ア) 本件経済的利益は、原告が本件組合における共同事業者として、本件組合契約に基づ

き、本件組合に本件組合契約に規定する所定の金額を払い込み、本件組合が新株予約権を

行使し、原告にＡ株が分配されたことにより生じたものであり、原告は、民法上の組合で

ある本件組合の組合員として、本件組合を通じ、それがその目的に沿った活動をした結果

から本件経済的利益を得ているのであるから、本件経済的利益の性質及びその課税関係は、

基本的に、本件組合が行った事業内容等に基づき判断すべきことになる。 

(イ) 本件組合は、本件組合契約に基づき、Ａが発行する新株予約権等を取得して同社の株

式に投資することを目的として組成され、上記目的達成のため、Ａから割り当てられた新
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株予約権を確保しつつ、各組合員から出資金の全額払込みがあれば、Ａに対してこれを行

使期間（平成１７年８月１２日から平成２０年８月１１日まで）内に継続して行使してい

る。このような本件組合の目的及び当該目的達成のために本件組合が行っている行為は、

正に一定の期間にわたり新株予約権を行使する権能を保持しつつ、自己に有利となるよう

にその利益を引き出しているという、営利を目的とする継続的行為を行っているというこ

とができるのである。そうすると、本件組合の組合員である原告が本件組合を通じて取得

した本件経済的利益は、上記ア(イ)にいう「営利を目的とする継続的行為から生じたいわ

ゆる所得源泉性ある所得」であるから、一時所得の要件である「営利を目的とする継続的

行為から生じた所得以外の一時の所得」に当たらない。 

 加えて、本件組合は、その組成に至る背景から新株予約権の行使に至る一連の行為を全

体的に見れば、①Ａの株主総会の議決権を確保するために、Ｆ組合（以下「Ｆ組合」とい

う。）にＡの新株予約権を割り当て、その後行使させ、②株主総会における株式の併合及

び第三者割当ての新株予約権の有利発行の特別決議を行い、③その上で株式の併合を行い、

④Ａ株の有利発行による第三者割当増資により資産価値１０倍の株式を取得するという

スキーム（以下「本件スキーム」という。）を実現するために設立されたものであり、本

件経済的利益は、当初から予定されていたとおり、Ａが有利発行した新株予約権を本件組

合が取得し、既に述べたような枠組みの下で権利行使をすることにより生じた利益である

ことからすれば、本件経済的利益が、「営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外

の一時の所得」であると解する余地はない。 

(ウ) Ａは、新規事業への参画による企業再生、業績向上を図るために必要な事業資金を調

達するため、新株予約権を発行することとしており、当該新規事業の情報、ノウハウ、人

材の提供及び資金支援について、本件組合から、本件組合が長期安定株主となってＡとと

もに当該新規事業に取り組む旨の提案を受けたことにより、本件組合に対して新株予約権

を発行している。このように、本件組合は、Ａの長期安定株主となり、Ａに対して人材の

提供、経営に関する助言その他役務の提供を行うことを約して新株予約権の割当てを受け

たものであるところ、実際にも、本件組合は、Ａの再生のために、Ａに対して、役員変更

に伴う人材の提供、新規事業の提案及び有価証券の購入などのアドバイスを行うなど役務

の提供を行っている。これらの行為を行ったのが実際にはＥ株式会社（以下「Ｅ」という。）

であったとしても、Ｅは、本件組合の組合員であるとともに同組合の実質的な業務を執行

する者として、本件組合が本件新株予約権の第三者割当てを受ける際にＡと約した新規事

業の提案等を行うべく、これら一連の行為をしたものと評価するのが相当である。 

 これらの事実のほか、(イ)に述べたところに照らせば、本件組合が新株予約権を行使す

ることによって本件組合の組合員である原告が取得した本件経済的利益には、所得税法３

４条１項にいう「対価」性が認められるから、本件経済的利益は、一時所得の要件である

「労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないもの」に当たらず、

「一時所得」には該当しない。 

ウ 以上述べたとおり、本件経済的利益は、一時所得には該当しないところ、利子所得ないし

譲渡所得のいずれの所得にも該当しないことは明らかであるから、同利益は雑所得となる。 

（原告の主張の要旨） 

ア 所得税法３４条１項は、一時所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給
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与所得、退職所得、山林所得及び譲渡所得以外の所得のうち、営利を目的とする継続的行為

から生じた所得以外の一時の所得で労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質

を有しないものをいう旨を定める。そして、次に述べるとおり、本件経済的利益は、営利を

目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得に当たり、かつ、労務その他の役務

又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないものであるから、一時所得に当たるというべ

きである。 

イ 所得の基礎が所得源泉になり得ない臨時的、不規則的なものであれば、所得源泉として認

められる程度にまで強度に連続する特段の事情がある場合は例外として、それ以外の場合に

は、たとえ所得源泉と認められる程度にまで若干は連続していたとしても、原則としては「営

利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得」と判断されるべきものである。 

 これを本件についていえば、原告が本件経済的利益を得た原因は、本件組合がＡから新株

予約権の付与を受けたからであるところ、本件組合が新株予約権を付与されたのは１回限り

であり、複数回にわたって繰り返し新株予約権を付与されたものではない。原告は、本件組

合を通じて付与された新株予約権を行使し、自らが取得したＡ株についての権利行使時にお

ける時価と権利行使価格の差額について経済的な利益を得たものである。本件経済的利益の

源泉は、本件組合がＡから受けた１回限りの新株予約権の付与に基づく権利行使であり、１

回的なものであることは明らかであるから、所得源泉性がない所得である。 

 また、新株予約権を付与された後の権利行使については、４年間の権利行使期間内に複数

回にわたって権利行使を行うことができるものであることから、所得の基礎に継続性ないし

恒常性があるか否かが問題となるが、権利行使の回数が複数回になり得ることをもって直ち

に所得源泉性が認められるとはいえないし、原告の場合には平成１７年８月から平成１８年

２月までの間に４回の権利行使を行っているにすぎず、これをもって本件経済的利益が所得

源泉性のある所得であるとはいえない。 

 さらに、本件組合は、Ａから付与された新株予約権を組合員個人が取得し、利益を得るた

めに便宜的に設立されたものにすぎず、本件組合が新株予約権の付与を受けたのは１回限り

であり、これ以外には、組合員から出資金の払込みを受けた事実もなく、出資金等を運用し

て組合員に分配した事実もない。そして、本件組合は、存続期間が平成１７年４月１６日か

ら４年間であり、平成２１年４月の時点で存続期間満了により消滅している。このような本

件組合の活動の実態から見ても、本件経済的利益について、所得源泉の基礎としての恒常性

ないし継続性を見いだすことは困難である。 

 以上によれば、本件経済的利益は、営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一

時の所得に当たるというべきである。 

ウ 所得税法３４条１項が、一時所得に該当するための消極的要件として「労務その他の役務

の対価」を規定している趣旨は、仮に「営利を目的とする継続的行為から生じた所得とはい

えない一時的な所得」であったとしても、報酬としての性質（対価性）を有する限りは、単

なる一時的、偶発的な所得とは評価できないとすることによって、一時所得について、一時

的、偶発的な所得を中心として分類しようとする点にあると解される。 

 したがって、「労務その他の役務の対価としての性質を有するもの」に該当するか否かの

判断に際しては、当該所得が報酬としての性質を有するか否かで判断すべきである。 

 そして、このように報酬としての性質があるか否かで「対価」の対象を限定しているとこ
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ろからすると、仮に何らかの対価という広い意味での「対価性」があるように判断される所

得であったとしても、「報酬としての性質」を伴わない以上は、「労務その他の役務の対価」

には該当しないというべきである。この点につき被告の主張するところは、所得税法３４条

１項の拡張解釈であり、租税法律主義から導かれる租税要件明確主義に反する解釈であると

いうべきである。 

エ 本件については、原告又は本件組合がＡに対して労務その他の役務を提供した事実は皆無

であり、被告がそのような行為に当たるとする事実はＡの株主としてＥがしたものであり、

本件経済的利益は、原告が本件組合を通じてＡから付与された新株予約権を原告自身の投資

判断に基づいて権利行使をした結果得られた利益であり、原告がＡに対して労務その他の役

務を提供した結果として得られた利益ではない。 

 そして、本件経済的利益が、広い意味での「対価性」があるように判断される所得であっ

たとしても、「報酬としての性質」を伴わない以上は、「労務その他の役務の対価」には該当

しないというべきである。 

 以上によれば、本件経済的利益は、「対価性」のない「所得」であり、「労務その他の役務

の対価としての性質を有しないもの」に該当するというべきである。 

オ なお、国税不服審判所は、本件審査請求に対する本件裁決において「本件経済的利益は出

資の対価である」と判断したにもかかわらず、本件訴えにおいて、被告は、原告の求釈明に

対し、新たに主張した「労務その他の役務の対価」該当性のみを主張し、国税不服審判所が

理由において明示した「資産の譲渡の対価」該当性については主張しないと回答した。被告

のこうした対応は、審査請求の過程で示された処分の適法性を維持するための理由を訴訟の

段階に至って変更するというものであり、いわゆる理由の差替えに当たるというべきである。

そして、①課税処分においては、手続的な保障の観点から、処分庁の判断の合理性を担保す

るために課税処分についての理由の付記が要請されるところ、理由の付記は、課税処分を適

正なものとするとともに、処分の理由を明示して納税者の将来の不服申立てに便宜を与える

という争点の明確化の意味合いもあること、②租税訴訟については、裁判所の負担を軽減し、

不服申立段階で争点を整理した上で出訴することを促すために、不服申立前置主義が採用さ

れていること、③本件のように、不服申立段階で「本件経済的利益は出資の対価である」と

する行政の最終的な判断が明示されていたにもかかわらず、裁決が示した理由に何ら拘束さ

れるものではないとして理由の差替えを認めることは、課税される側（原告）の防御権がな

いがしろにされることになることからすれば、上記のような理由の差替えは認められるべき

ではない。 

(2) 争点(2)（本件各更正処分等に対する行政上の信義則の適用の可否）について 

（原告の主張の要旨） 

ア(ア) 平成１７年１２月１５日、原告補佐人である乙税理士（以下「乙税理士」という。）

は、東京国税局税務相談室（以下「税務相談室」という。）に赴き、本件経済的利益を一

時所得で申告することについて問題がないかについて、税務相談室の指定相談官である丙

（以下「丙指定相談官」という。）に相談（以下、同日に乙税理士が税務相談室において

した相談を「本件税務相談」という。）をした。 

(イ) 丙指定相談官は、書物を開いて検討し、上司の相談室長とも相談した上で「一時所得

で申告してください。」と教示した。 
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(ウ) 本件税務相談後、事務所に戻った乙税理士は、「税務相談室丙様（電話番号●●●●

－●●●●、内線●●●●）」から乙税理士宛てに電話があった旨報告を受けたため、電

話をしたところ、丙指定相談官から、新株予約権を行使したのは株主かとの質問があり、

乙税理士が株主ではない旨答えると、丙指定相談官は、一時所得での申告が必要である旨

述べた。 

イ 税務相談において税務署長が自ら助言を行うことはあり得ず、税務署長と同等の権限をも

って相談者と応対するのは税務相談室の指定相談官であること、税務署で一切税務相談を受

け付けていなかったその当時には、納税者としては自らの税務申告に疑問を抱いた場合には

税務相談室に行くしかなかったこと等からすると、本件税務相談において、丙指定相談官は

被告が主張する「税務署長等の権限のある者」のうち「等」に当たり、同人が一時所得その

申告が必要である旨教示したことは、被告が主張する「信頼の基礎となる公的見解」に当た

るというべきである。 

 そして、原告は、この教示を信頼して、本件経済的利益を一時所得として確定申告をした

のであるから、丙指定相談官の教示に反する内容で行われた本件各更正処分等は、行政上の

信義則に違反するものであり、無効であるというべきである。 

（被告の主張の要旨） 

ア 乙税理士から本件税務相談を受けたのは、丙指定相談官ではなく、丁相談官である上、本

件税務相談は、単に株主等が新株引受権を引き受けた場合についてのものであったのであり、

丁相談官はそれを前提として回答したものと解されるから、本件とは前提が異なっており、

本件経済的利益の所得区分について相談した旨の原告の主張は事実に反している。 

 また、乙税理士の本件異議申立ての段階における答述からは、乙税理士は、税務相談官に

対する相談は口頭で質問しただけでそれほど詳細なものではないことから参考にせず、各資

料を検討し、他のスタッフと相談した上で自ら本件経済的利益が一時所得であると判断して

確定申告したことが認められるのであって、一時所得として申告したのは当時の相談官から

の回答に従ったからであるとする原告の主張は、事実に反している。 

イ 信義則は、私法と公法とを通ずる法の一般原理として、租税法律関係にも適用され得るも

のであるが、租税法は強行法であって、そこでは合法性の原則が支配し、法律の根拠に基づ

くことなしに租税を課することも減免することも許されないから、その適用に当たっては、

慎重であることが求められると解される。 

 そして、租税法規に適合する課税処分について、法の一般原理である信義則の法理の適用

により、課税処分を違法なものとして取り消すことができる場合があるとしても、法律によ

る行政の原理なかんずく租税法律主義の原則が貫かれるべき租税法律関係においては、同法

理の適用については慎重でなければならず、租税法規の適用における納税者間の平等、公平

という要請を犠牲にしてもなお当該課税処分に係る課税を免れしめて納税者の信頼を保護

しなければ正義に反するといえるような特別の事情が存する場合に、初めて同法理の適用の

是非を考えるべきものである。そして、上記の特別の事情が存するかどうかの判断に当たっ

ては、少なくとも、税務官庁が納税者に対し信頼の対象となる公的見解を表示したことによ

り、納税者がその表示を信頼しその信頼に基づいて行動したところ、後に同表示に反する課

税処分が行われ、そのために納税者が経済的不利益を受けることになったものであるかどう

か、また、納税者が税務官庁の同表示を信頼しその信頼に基づいて行動したことについて納
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税者の責めに帰すべき事由がないかどうかという点の考慮は不可欠のものであるといわな

ければならない（最高裁昭和●●年（○ ○）第● ●号同６２年１０月３０日第三小法廷判

決・裁判集民事１５２号９３頁（以下「昭和６２年判決」という。）参照）ところ、税務職

員の見解の表示の全てが信頼の対象となるのではなく、原則として、一定の責任ある立場の

者の正規の見解の表示のみが信頼の対象となると解すべきである。 

 そして、一般に、税務相談は、税務署側で具体的な調査を行うこともなく、相談者の一方

的な申立てに基づきその申立ての範囲内で、行政サービスとして納税申告をする際の参考と

するために、税務署の一応の判断を示すものであって、仮に、その相談が課税に関わる個別

具体的なものであったとしても、その助言内容どおりの納税申告をした場合には、その申告

内容を是認することまでを何ら意味するものではなく、最終的にいかなる納税申告をすべき

かは納税義務者の判断と責任に任されていることを考慮すれば、税務相談における助言はそ

れが税務署長等の権限のあるものの公式の見解の表明と受け取れるような特段の事情のな

い限り、信頼の基礎となる公的見解には当たらないというべきである。 

 この点、原告の主張を前提にしても、そのような特段の事情は何ら認められないのであっ

て、乙税理士に対する教示は、「信頼の基礎となる公的見解」には当たらない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 認定事実 

 前記第２・２記載の前提事実に加え、括弧内掲記の証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事

実を認定することができる。 

(1) 本件組合の目的等 

ア 本件組合は、Ａ株等を取得して投資することを目的とし、平成１７年４月１６日に組合契

約の効力が生じた民法上の組合であって、Ａ株の株式の併合と商法（平成１７年法律第８７

号による改正前のもの）２８０条ノ２１第１項に基づく新株予約権のいわゆる第三者割当て

による有利発行とを組み合わせたいわゆる企業再生ファンドとして、Ｆ組合により考案され

たものである（乙２の１）。 

イ 上記の企業再生ファンドに係る本件スキームの内容は、次のとおりである（乙２の１及び

２）。 

(ア) 本件スキームの目的等 

 本件スキームは、これまでにない高利回りを期待できるものとして、投資家にとって資

産形成の有力な手段を提供することを目的としている。投資先は、①発行済株式数が多く、

低株価であること、②本業のねじ事業が好転しつつあり、実質無借金経営で、財務体質が

良好なこと、③新規事業の展開、工場跡地等保有資産の活用も検討中であることから、Ａ

を選定した。 

(イ) 本件スキームの内容 

 まず、Ｆ組合に対して特に有利な条件をもってするものに当たらない新株予約権の発行

をすることにつき取締役会において決議し、Ｆ組合は、約１８億円を投じてＡの当該新株

予約権を行使することによって、Ａの主要株主となる。 

 Ｆ組合がＡの主要株主となった後、Ａは、取締役会において、株式の併合及び本件組合

に対して権利の行使に際して払込みをすべき額を株式の併合前の株式の価格を基準とし

て新株予約権の発行をすることにつき決議し、臨時株主総会において、上記の株式の併合
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及び新株予約権の発行につきいわゆる特別決議をする。 

 上記の株式の併合により、発行済株式総数は１０分の１となり、Ａ株の価値は１０倍と

なるところ、Ａは、本件組合に対し、上記のような新株予約権の発行をし、本件組合は、

新株予約権を行使することにより、株式の併合により価値が１０倍となったＡ株を取得し、

これを本件組合の組合員に現物分配することによって、本件スキームによる利益を投資家

に還元する。 

(2) Ａの新株予約権の発行等の経緯 

ア 第１回新株予約権及び第２回新株予約権の各発行の内容等 

 Ａは、取締役会の決議を経て、Ｆ組合に対し、目的となる株式の種類及び数をいずれも新

株予約権１個につき普通株式１０万株として、平成１６年２月２５日から平成１７年２月２

４日までを権利を行使することができる期間とする第１回新株予約権６７０個及び平成１

６年５月１０日から平成１７年５月９日までを権利を行使することができる期間とする第

２回新株予約権１５００個を発行した（乙４、乙５、乙６の１）。 

 Ｆ組合は、平成１７年３月３０日までに上記の全ての新株予約権を行使し、同月３１日当

時、１億１７６４万株（発行済株式総数の２９．４７パーセント）を保有するＡのいわゆる

筆頭株主となった（乙５）。 

 なお、Ｆ組合は、同月２５日、その所在地を、横浜市中区からＥの事務所がある名古屋市

中区に変更した（乙６の１及び２）。 

イ 本件新株予約権の発行前における株式の併合等 

 Ａは、平成１７年４月２６日に開催された取締役会において、①普通株式の発行済株式総

数３億９９１１万７６５７株について１０株を１株に併合すること及び②株式の併合の効

力の発生と同時に１単元の株式数を１０００株から１００株に変更することについて、同年

６月２９日に開催される第１３０期定時株主総会（以下「本件株主総会」という。）に付議

することを決議した（甲３、甲５、乙７、乙８）。 

ウ 本件新株予約権の発行等（甲７、乙８ないし１０、弁論の全趣旨） 

 Ａは、前記株式の併合等に係る手続と並行して本件新株予約権の発行に向けて手続を進め、

平成１７年４月２６日に開催された取締役会において、おおむね次のとおり本件組合に対し

て特に有利な条件をもって本件新株予約権を発行することについて、本件株主総会に付議す

ることを含めて決議し、その後、本件株主総会における決議を経て、同年８月１１日に本件

新株予約権を発行した。 

(ア) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

 普通株式１億１６７０万株（新株予約権１個につき１万株） 

(イ) 発行する新株予約権の総数  １万１６７０個 

(ウ) 新株予約権の発行価額  １個につき１０００円 

(エ) 新株予約権の払込期日（発行日）  平成１７年８月１１日 

(オ) 新株予約権の行使に際して払込みをすべき額 

 １個につき２２万円（１株につき２２円） 

(カ) 新株予約権の行使により発行する株式の発行価額 

 １個につき２２万円（１株につき２２円） 

(キ) 新株予約権を行使することができる期間 
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 平成１７年８月１２日から平成２０年８月１１日まで 

(ク) 新株予約権の譲渡の制限 

 本件新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を受けなければこれをすることがで

きない。 

(ケ) 割当先及び割当数 

 本件組合に対して１万１６７０個を割り当てる。 

エ 外部への公表等 

(ア) Ａは、平成１７年４月２６日付けで、同日に開催された取締役会において本件新株予約

権の発行についてウに述べたように決議するとともに同年６月２９日に開催される予定の

定時株主総会に付議することを決議した旨記載した「第三者割当による新株予約権発行に関

するお知らせ」と題する文書を作成し、公表した（甲７）。この文書には、本件新株予約権

の発行により調達した資金の使途について、基本的に事業拡大のための必要資金（具体的に

は、自動車関連の事業、情報コンテンツの開発等についての使途を想定）として考えている

旨の記載がある（甲７）。また、同様の説明は、Ａが同年５月２５日付けで作成し公表した

「平成１７年３月期個別財務諸表の概要」（乙８）及び平成１８年６月２９日付けで近畿財

務局長に提出し所定の縦覧に供した有価証券報告書（乙１０）にも見られる。 

(イ) また、Ａは、平成１７年５月２５日付けで、後記(4)イに述べる役員の交代等につき説

明する「経営陣の刷新及び会計監査人の異動に関するお知らせ」と題する文書を作成し、公

表した。この文書には、本件新株予約権の発行について、「資本調達と株主安定化対策」と

して、前記(ア)に記載したのと同旨の記載に続けて、Ａは、過去において安定的な株主構成

を持たず、経営の安定にややもすると欠けていた点に配慮し、本件組合を引受先とする新株

式１億１６７０万株のうち約４５００万株をＥグループに、約３０００万株をその他複数の

Ａの支援先に、それぞれ原則３年以上の長期保有を条件として、本件組合から割当てを行い、

これにより合計７５００万株について長期保有する旨の確約を得ている旨の記載がある。 

（以上、(イ)につき乙１１） 

(ウ) さらに、Ａは、平成１７年６月２８日付けで、本件新株予約権の発行の目的、権利の行

使に係る価額の算定根拠その他に関し補足説明をする旨記載した「第３回新株予約権の発行

等に関するお知らせ」と題する文書を作成し、公表した。 

 この文書には、本件新株予約権の発行の目的として、Ａは、ねじ本業による配当原資のね

ん出は至難であることから、自動車部品の製造・販売、商業施設の開発、情報コンテンツの

開発、その他の新規事業へ参画し、その相乗効果をもって企業再生・業績向上を図ることと

し、その事業資金の調達のため総額２５億６７００万円の新株予約権を発行することにした

旨の記載がある。 

 また、イに述べた株式の併合後においても本件新株予約権の行使に際して払込みをすべき

額を１株当たり２２円とすることとした理由についての説明の中で、前記の新規事業につい

ては、その情報・ノウハウ・人材の提供及び資金支援を、当該新株予約権の引受先である本

件組合が、長期安定株主となって会社と一体となって取り組む旨の提案を受けていること等

が説明されている。 

 さらに、本件新株予約権をいわゆる第三者割当てとした理由として、この度は単なる資金

問題のほかに投資家自体による新規事業の支援という特殊な事情が存在するためであるこ
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と等が説明されている。 

（以上、(ウ)につき乙１３） 

(エ) Ａ及び本件組合の業務執行組合員であるＤは、平成１８年６月２０日付けで「覚書」と

題する文書を作成しているところ、この文書には、平成１７年６月２９日に成立した合意を

確認するためとして、本件新株予約権の発行の目的について、①Ａは、遊休資産及びその保

有技術を活用し、企業再生・業績回復を図るために、自動車用部品の製造・販売、商業施設

の開発、情報コンテンツの開発、その他の新規事業への参画を予定していること、②本件新

株予約権の発行は、①の新規事業の事業資金調達並びに当該新規事業に関して情報・ノウハ

ウ・人材の提供及び資金支援を行う長期安定株主の創出を主たる目的としていることを確認

し、これを踏まえて、本件組合は、本件新株予約権のうちの約７５００万株相当分（本件新

株予約権の行使により発行されるＡの普通株式を含む。）については、原則として、本件新

株予約権の発行日から３年以上の長期保有を条件に割当てを行い、これにより長期保有を確

保するものとする旨が記載されている（乙１５）。 

(3) 本件組合契約の締結について 

 原告は、平成１７年４月１６日付けで、Ｄとの間で本件組合契約を締結し、平成１８年２月

６日までに、本件組合に対し、７００口に相当する金額の払込みをした。本件組合契約の内容

は、おおむね次のとおりである。（乙１、乙１４）。 

ア 目的及び存続期間（２条） 

 本件組合は、Ａが発行した又は発行する株式及び新株予約権等を取得して投資することを

目的とし、本件組合契約の効力は、平成１７年４月１６日をもって発生し、その存続期間は、

同日から４年間とする。 

イ 業務執行組合員及び非業務執行組合員（５条） 

 Ｄが本件組合の業務執行組合員となり、その他の各組合員は本件組合の業務の執行を業務

執行組合員に委任することを本件組合契約に調印することにより証する。 

ウ 出資金（６条） 

 各組合員の出資金は１口につき２２万１０００円とする。なお、本件組合契約２５条に定

める費用に充当するため、出資金額の２パーセントの諸手数料及びそれに賦課される消費税

相当額を含め、１口につき２２万５６４１円を払込金とする。 

 また、組合員は、各自の出資金を平成１７年９月３０日までに１口につき１０００円、同

日以降１口につき２２万４６４１円を新株予約権の行使を希望する都度組合口座に入金し

て払い込むものとする。 

エ 業務執行組合員の権限（９条１項） 

 業務執行組合員は、本件組合の目的達成のため、次の事項に関し、本件組合の名において、

又は業務執行組合員の名において、業務を執行し、裁判上及び裁判外において本件組合を代

表する。 

(ア) Ａが発行した又は発行する株式及び新株予約権等の選定、組合財産の運用及び管理に

関する事項 

(イ) Ａの育成、同社が発行した又は発行する株式及び新株予約権等に関する議決権行使等

並びにＡに対する投資に関する事項 

(ウ) 組合財産の分配に関する事項 
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(エ) 会計帳簿及び記録等の作成及び保管等、本件組合の会計に関する事項 

(オ) 本件組合の事業に関して発生し、本件組合の負担すべき費用、経費及び報酬等、債務

の支払に関する事項 

(カ) その他、本件組合の目的達成のため必要な一切の事項 

オ 非業務執行組合員の権限（１０条） 

 原告を含む非業務執行組合員は、一定の場合を除き、業務執行に関与し本件組合を代表す

るいかなる権限も有しない。ただし、業務執行組合員に対し、本件組合の財産の運用につき

意見を述べることができるとともに、書面で、本件組合の財産状況及び業務執行状況につき

質問をすること等ができる。 

カ 非業務執行組合員の責任（１２条１項） 

 非業務執行組合員は、出資義務以外に本件組合の債務を弁済する責任を負わない。ただし、

本件組合の債務が全組合財産による弁済後も残存する場合、業務執行組合員は、非業務執行

組合員に対して、分配された組合財産の全部又は一部の返還を請求することができる。 

キ 業務執行組合員の責任（１３条３項） 

 業務執行組合員は、出資義務以外に本件組合の債務を弁済する責任を負わない。ただし、

本件組合の債務が、全組合財産による弁済、上記の分配済みの財産による弁済後も残存する

場合、業務執行組合員は当該残存債務の弁済義務を負担する。 

ク Ａの業務管理（１８条） 

 業務執行組合員は、本件組合の目的達成のため、適宜Ａの業務状況を調査し、その経営に

関し助言を与える等、合理的に可能な範囲内で、その裁量により適切と考える行為をなすよ

う努めるものとする。 

ケ 組合財産の所有権帰属（２０条） 

 組合財産は組合員の共有とし、組合員は、その出資口数の割合に応じてあん分した組合持

分を有する。 

コ 損益帰属割合（２１条１項） 

 本件組合の事業に関する配当・利息等収益、実現売買損益等、費用及び損失等組合財産の

増減は、すべて組合員にその組合持分に応じて帰属するものとする。 

サ 組合財産の分配（２２条） 

(ア) 決算期において、実現売買損益等を含むすべての期間損益の決算がなされ、組合員は

各自の組合持分に応じて割り当てられる。純損が発生した場合は翌期に繰り越される。

（２２条１項） 

(イ) 業務執行組合員は、各決算期ごとに、組合員に割り当てられた組合財産を取得原価相

当分の全部又は一部も含め、その裁量により分配することができる。（２２条２項） 

(ウ) 上記の定めにかかわらず、本件組合契約６条２項に従い、組合員が出資金の全額を払

い込んだ場合には、当該組合員と業務執行者が別途定める場合を除き、新株予約権を直ち

に行使し、発行された株式を当該組合員に現物分配するものとする。（２２条３項） 

シ 分配財産の所有権帰属（２４条） 

 本件組合契約２２条の定めに基づいて分配された組合財産は、分配実施日の翌日から各組

合員の専有に属する。 

(4) 本件組合のＡに対する役務の提供等 
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ア 本件組合の業務執行組合員であるＤの代表取締役である戊（以下「戊」という。）は、遅

くとも本件新株予約権が発行された後に、Ａの取締役会に出席し、Ａの新規事業として、本

社敷地を利用しＥの関連会社が実務を担当するレンタカー事業や、映像コンテンツ事業等に

ついて、責任者として説明をするなどした（乙６の２、乙１６ないし乙１９）。 

 また、本件組合は、Ａの経営を一新するために取締役等を変更するなどのアドバイスをし、

戊が、Ｇ（以下「Ｇ」という。）にＡの代表取締役に就任するよう依頼するなどした（乙１

６ないし乙１９）。 

イ 平成１７年６月２９日付けでＧがＡの代表取締役に就任したところ、同日付けで、やはり

戊のＡに対する推薦を踏まえ、Ｅの関連会社である株式会社Ｈ（以下「Ｈ」という。）の代

表取締役であったＩ（以下「Ｉ」という。）が社外取締役に、Ｅの取締役管理部長であった

Ｊ（以下「Ｊ」といい、Ｇ及びＩと併せて「Ｇら」という。）が社外監査役にそれぞれ就任

するなどした（乙６の２、乙９、乙１１、乙１７ないし乙１９）。 

(5) 本件新株予約権の行使の状況等 

ア 本件組合の新株予約権の行使の状況（乙９、乙１０） 

 本件組合は、各組合員から所定の払込みを受けて、平成１８年３月３０日までの間に、本

件新株予約権の全てを行使し、同月３１日当時において、３５４８万株（発行済株式総数の

２２．６５パーセント。以下、アにおいてパーセントにつき同じ。）を保有する筆頭株主に

なった。なお、同日当時において、Ｅは１０９１万８０００株（６．９７パーセント）、Ｈ

は２４９万６０００株（１．５９パーセント）、Ｄは１００万株（０．６４パーセント）を

保有していた。 

イ 原告に関する権利行使の状況 

 いずれも第２・２(2)イ記載のとおり、原告は、本件組合に対する払込みをし、本件組合

は、前記アの権利の行使の一部として、本件新株予約権を行使し、原告は、本件組合からＡ

株の分配を受けた。 

(6) 乙税理士がした税務相談について 

ア 平成１７年１２月１５日、乙税理士は、税務相談室に赴き、本件税務相談をした。 

イ 乙税理士が本件税務相談を終えて自分の事務所に戻ったところ、事務員から、午後３時２

０分ころに「税務相談室丙様」から電話があり、●●●●－●●●●内線●●●●に電話を

いただきたいとのことであった旨の報告を受けた（甲１５）。 

ウ 平成１７年１２月当時、税務相談室には、丙指定相談官と丁相談官が所属していた（甲１

４）。 

 税務相談室の配席は、相談官１２名が、６名ずつ、相談者の座るスペースを隔てて向かい

合う形で座っており、丙指定相談官の席は、税務相談室の入口を入って、右側の一番目にあ

った（甲１４、乙２５）。 

エ 平成１７年１２月当時の丁相談官の内線番号は、●●●●であった（甲１４）。 

オ 平成１７年１２月１５日付けで担当者欄に別個の「丙」の印影が存する相談事案処理票（連

記式）が２通あり、新株に関する記載がされているのは、そのうち１通のみであり、新株に

関する記載がされていないものの筆跡は、丙指定相談官のものである（乙２５）。 

２ 争点(1)（本件経済的利益の所得の種類）について 

(1)ア 所得税法は、一時所得について、「利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所
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得、退職所得、山林所得及び譲渡所得以外の所得のうち、営利を目的とする継続的行為から

生じた所得以外の一時の所得で労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有

しないものをいう」と定め（３４条１項）、その２分の１に相当する金額を総所得金額に算

入する旨定める（２２条１項２号）。また、同法は、雑所得について、「利子所得、配当所得、

不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、山林所得、譲渡所得及び一時所得のいずれに

も該当しない所得をいう」と定め（３５条１項）、その金額を総所得金額に算入する旨定め

る（２２条１項１号）。 

 所得税法が上記のように所得を区分しているのは、所得は、その性質や発生の態様によっ

て担税力が異なるという前提に立って、租税負担の公平を図るため、各種類の所得について、

それぞれの担税力の相違を踏まえ、その性質に応じた金額の計算方法を定め、また、その発

生の態様に応じた課税方法を定めるためであると解される。 

 イ ところで、一時所得については、上記のように「営利を目的とする継続的行為から生じ

た所得以外の一時の所得」であって、かつ、「労務その他の役務又は資産の譲渡の対価とし

ての性質を有しないもの」とされており、一時的かつ偶発的な所得に限定するものとされて

いるところ、これは、このような所得については、その性質上、担税力が低いとの考慮によ

るものと解される。一方、上記に述べた所得税法の趣旨にかんがみれば、上記にいう「労務

その他の役務（中略）の対価としての性質を有」する所得については、特定の給付等とそれ

を受けた者が提供した役務とが契約の定め等により反対給付の関係にあるような場合にお

ける当該給付等に限られるものではなく、特定の役務の提供がされたことに密接に関連して

当該者に対してされた給付等であってそれがされた事情に照らし偶発的に生じた利益とは

いえないものも含まれると解するのが相当である。そして、「対価としての性質を有」する

との文言にも照らし、上記のように解することが、課税要件明確主義に反するとはいえない

ものと解される。 

 ウ 本件経済的利益については、本件では専ら一時所得と雑所得のいずれに該当するかにつ

いて争われており、他の種類の所得に該当するとの主張、立証はいずれの当事者からもされ

ておらず、これと異なって解すべき事情も格別見当たらないことから、以上に述べたところ

を前提に、本件経済的利益が一時所得と雑所得のいずれに該当するのかを検討する。 

(2) 前記１記載の認定事実によれば、本件組合は、本件スキームの想定するところに沿って、

例えば本件新株予約権のうち原告に係るものの各権利の行使に際しては、当日のＡ株の終値の

約８．４パーセントから約１２．６パーセントの額を払い込めば足りるといった極めて有利な

条件でＡ株を取得しているところ、Ａがこのような条件で本件組合に対して新株予約権を割り

当てることに応じたのは、Ａが、新規事業への参画による企業再生及び業績向上を図るために

必要な事業資金を調達し、併せて株主の構成を安定させる企図を有していたのに対し、本件組

合から新規事業に係る情報、ノウハウ及び人材の提供並びに資金支援について、本件組合又は

その主要な組合員であるＥ及びその関連会社が長期安定株主となってＡとともに取り組む旨

の提案を受け、そのような内容の合意をしたからであると認められる。 

 また、実際に、本件組合に対して本件新株予約権が発行される少し前から、本件組合の業務

執行組合員であるＤの代表者である戊の関与の下に、Ｇのほか、本件組合の主要な組合員であ

るＥ又はその関連会社の関係者が新たにＡの代表取締役等の役員として就任するとともに、Ａ

に対して新規事業に係る情報ないしノウハウの提供等がされ、また、本件新株予約権の行使が
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あった後は本件組合並びにＥ及びその関連会社が相当数の株式を保有することになったこと

等の事実が認められる。 

 このような事実関係からすれば、本件組合が組合員からの払込みを基に本件新株予約権を行

使しＡ株の発行を受けることによって組合財産に生じた経済的利益は、本件組合がその目的と

するところを実現すべくＡとの合意に従い提供した役務の対価に相当するというべきであっ

て、当該利益は、本件組合契約の定めに従い、当該発行を受けたＡ株が本件組合の組合員に分

配されることに伴って、性質を変ずることなく当該組合員に帰属するとみるのが相当であるか

ら、原告が本件組合契約に基づいて得た本件経済的利益は、前記(1)イに述べたところに照ら

し、所得税法３４条１項にいう「労務その他の役務（中略）の対価としての性質」を有するも

のに当たるというべきである。 

(3) 以上のとおりであるから、本件経済的利益については、一時所得に該当するものとはいえ

ず、雑所得に該当するというべきである。 

(4) 原告の主張について 

ア 原告は、Ａに対する役務の提供が認められるとしても、それはＡの株主としてＥがしたも

のであって、本件組合がしたものではない旨主張し、Ｉ及びＪの各陳述書（甲１０、甲１１）

には、これに沿う部分がある。 

 しかしながら、上記の各陳述書に記載された内容については、上記の者らが、本件各更正

処分等がされるのに先立ってされた調査の段階で担当職員に述べていたところ（乙１８、乙

１９）と異なっており、各陳述書に記載されたところが真実であることを客観的に裏付ける

証拠は見当たらず、Ａの公表した文書（甲７、乙８、乙１０、乙１１、乙１３、乙１６の添

付資料）や、Ａの作成に係る取締役会議事録その他のいわゆる内部文書（乙１６の添付資料）、

Ａと本件組合の業務執行組合員であるＤとの間で作成された覚書（乙１５）、戊の関与の下

にＡの代表取締役に就任したＧやＡのいわゆる幹部従業員の上記の調査の際の供述（乙１６、

乙１７）の各内容と整合するものでもない。そして、Ａの公表等に係る以上の各証拠の信用

性を否定すべき格別の証拠ないし事情は見当たらないことも考慮すると、上記の原告の主張

及びこれに沿う証拠は、直ちに採用することはできない。 

イ また、原告は、その主張するところを裏付けるものとして、Ｋ教授の意見書（甲１２の１。

以下「Ｋ意見書」という。）を提出する。 

 Ｋ意見書は、まず、「本件においては、役員や従業員でない株主等（しかも、法人と業務

上の関係のない者）に対して新株予約権が付与された場合の扱いが問題となった。」と問題

の設定をするが、本件組合については、本件新株予約権が発行された平成１７年８月１１日

までに、Ａ株を取得していた事実を認めるに足りる証拠はなく、このことは原告についても

同様であるから、そもそも問題の設定に当たっての前提事実自体が、本件とは異なっている。 

 また、Ｋ意見書は、本件新株予約権の「付与」が役務の対価に当たるかに関して論じる部

分で引用する判決（東京高等裁判所平成１７年４月２７日判決・訟務月報５２巻１０号３２

０９頁）と本件との比較において、「本件は、株主等の投資家に対する新株引受権の付与で

ある点と、株主等の投資家から対価を生じさせるような何らの役務の提供もなされていない

という点において異なる。」とするが、本件において、本件新株予約権の割当てを受けたの

は本件組合であり、本件組合からＡに対して役務の提供がされているのは前記認定のとおり

であるから、Ｋ意見書が論ずるところは、この点においても、本件の事実関係とは異なって
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いる。 

 さらに、Ｋ意見書は、資産運用に関連し雑所得に分類される所得と一時所得に分類される

所得との差異について、前者は、「当該雑所得を得ることそれ自体を目的とする資産運用活

動が行われている」旨説明しているところ、前記認定のとおり、本件組合は、投資家に高利

回りを期待できる有力な手段を提供するものとされる本件スキームに沿ってＡ株による投

資をすることを目的とするものであり、業務執行組合員の業務としてＡの経営に関し助言を

与える等の業務管理も含むものとされ、実際にＡに対して新規事業等に係る役務の提供をし、

このような枠組みの下に、Ａ株を取得してその利益を組合員に分配したものであるから、

「当該雑所得を得ることそれ自体を目的とする資産運用活動が行われている」場合に当たり

得ると解されるのに、この点についての言及を欠いたまま、本件経済的利益は一時所得に該

当するとの結論に至っている。 

 そうすると、Ｋ意見書に述べられた見解については、直ちに採用することはできないとい

うべきである。 

(5) なお、課税処分の取消訴訟においては、更正処分又は審査請求に対する裁決において考慮

されなかった事実を、当該処分を正当とする理由として上記訴訟において新たに主張すること

も許されると解される（最高裁昭和●●年（○○）第●●号同４２年９月１２日第三小法廷判

決・裁判集民事８８号３８７頁等参照）。原告は、本件裁決において本件経済的利益が出資の

対価である旨判断されたことを理由に、被告が本件訴えにおいて本件経済的利益につき労務そ

の他の役務の対価としての性質を有するものに当たる旨を主張することは許されないと主張

するが、上記の考え方に照らし、採用することはできない。 

３ 争点(2)（本件各更正処分等に対する行政上の信義則の適用の可否）について 

(1) 判断基準 

 租税法規に適合する課税処分について、法の一般原理である信義則の法理の適用により、当

該課税処分を違法なものとして取り消すことができる場合があるとしても、法律による行政の

原理なかんずく租税法律主義の原則が貫かれるべき租税法律関係においては、同法理の適用に

ついては慎重でなければならず、租税法規の適用における納税者間の平等、公平という要請を

犠牲にしてもなお当該課税処分に係る課税を免れしめて納税者の信頼を保護しなければ正義

に反するといえるような特別の事情が存する場合に、初めて同法理の適用の是非を考えるべき

ものである。そして、上記の特別の事情が存するかどうかの判断に当たっては、少なくとも、

税務官庁が納税者に対し信頼の対象となる公的見解を表示したことにより、納税者がその表示

を信頼しその信頼に基づいて行動したところ、後に当該表示に反する課税処分が行われ、その

ために納税者が経済的不利益を受けることになったものであるかどうか、また、納税者が税務

官庁の当該表示を信頼しその信頼に基づいて行動したことについて納税者の責めに帰すべき

事由がないかどうかという点の考慮は不可欠のものであるといわなければならない（昭和６２

年判決参照）。 

 そして、一般に、いわゆる税務相談は、税務官庁側で調査等をすることなく、相談者の一方

的な説明に基づき、そのような前提の下に、納税者が申告をする際の参考に供するために、税

務官庁の職員において一応の助言等をするものであって、仮に、その相談が課税に関わる個別

具体的なものであったとしても、その際にされた助言等に沿って納税者が申告をした場合には

その申告内容を是認することまでを想定するものではなく、既に述べたような前提の下での相



18 

談という事柄の性質上、上記のような事情は、通常は相談者においても認識しているものと推

認することができ、また、最終的にいかなる申告をすべきかは納税者の判断と責任に任されて

いることを考慮すれば、税務相談における助言等は、それを受けた者において税務署長等の権

限のある者のいわゆる公式の見解の表明であると受け取るであろうと認めるべき特段の事情

のない限り、上記に述べた信頼の対象となる公的見解の表示には当たらないというべきである。 

(2)ア 原告は、本件各更正処分につき行政上の信義則が適用されるとする前提として、丙指定

相談官が本件税務相談において本件経済的利益は一時所得に該当すると回答した旨主張す

る。 

 しかしながら、前記１記載の認定事実に照らすと、乙税理士は、平成１７年１２月１５日

に、税務相談室に赴いて本件税務相談をし、その後に担当者から乙税理士の事務所に電話が

かけられたと推認されるところ、その際に連絡先とされた内線番号は、丁相談官の使用して

いた●●●●であったというのであるから、本件税務相談の担当者は、丙指定相談官ではな

く丁相談官であったことが強く疑われるものである。また、税務相談室で使用されていた同

日付けの相談事案処理票で担当者として「丙」名の印影があるものは２通存在し、それぞれ

担当者欄にある印影及び筆跡が異なるところ、そのうち丙指定相談官の筆跡に係るものと認

められるものには、新株に関する記載は見当たらず、かえって、丙指定相談官の筆跡に係る

ものと認めることができないものには、新株に関する記載がされているというのであるから、

これらの相談事案処理票は、むしろ丙指定相談官が本件税務相談を担当していなかったこと

をうかがわせるものといえる。そして、本件において他に原告が主張するところ及びこれに

沿うものとして提出した証拠（甲１４ないし甲１６）を考慮しても、乙税理士の相談の相手

方が丙指定相談官であったことを認めるには足りない。 

イ これらの検討によれば、本件において、原告の主張の前提となる税務官庁が納税者に対し

信頼の対象となる公的見解を表示したという事実を認めることはできず、他に租税法規の適

用における納税者間の平等、公平という要請を犠牲にしてもなお当該課税処分に係る課税を

免れしめて納税者の信頼を保護しなければ正義に反するといえるような特別の事情が存す

ると認めるに足りる証拠ないし事情は見当たらないから、本件各更正処分等について行政上

の信義則の適用を肯定すべき事由があるとはいえない。 

４ 本件各更正処分等の適法性について 

(1) 本件各更正処分の適法性 

 既に述べたところに加え、証拠（甲１の１及び２、甲３、甲５）及び弁論の全趣旨によれば、

原告の平成１７年分及び平成１８年分の所得税の額は、別紙５において被告が主張するとおり、

平成１７年分は４億２８００万５３００円、平成１８年分は１億２９３０万９４００円である

と認められるところ、上記各金額は、本件各更正処分に係る納付すべき税額と同額であるから、

本件各更正処分はいずれも適法である。 

(2) 本件各賦課決定処分の適法性 

 前記(1)のとおり、本件各更正処分はいずれも適法であるところ、その結果、原告が新たに

納付すべき平成１７年分の所得税額２億１３２４万円（国税通則法１１８条３項の規定により、

過少申告加算税の金額の計算をする場合において、その計算の基礎となる税額の１万円未満の

端数金額を切り捨てたもの。以下同じ。）及び平成１８年分の所得税額６５１８万円に関して

は、いずれも、その計算の基礎となった事実につき原告がこれを本件更正処分前における税額
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の計算の基礎としていなかったことについて、国税通則法６５条４項の「正当な理由」がある

とは認められない。 

 そして、原告に賦課されるべき過少申告加算税の金額については、被告が別紙５において主

張するとおりと認められ、上記各金額は、本件各賦課決定処分における過少申告加算税の額と

同額であるから、本件各賦課決定処分は適法である。 

第４ 結論 

 よって、原告の請求はいずれも理由がないからこれらを棄却することとし、訴訟費用の負担につ

き行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第３部 

裁判長裁判官 八木 一洋 

   裁判官 藤井 秀樹 

   裁判官 齊藤 敦 
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（別紙１） 

関係法令 

１ 所得税法２２条 

 同条１項は、居住者に対して課する所得税の課税標準は、総所得金額、退職所得金額及び山林所得

金額とする旨定める。 

 また、同条２項のいわゆる柱書きは、総所得金額は、第２編第２章第２節（各種所得の金額の計算）

の規定により計算した同項各号に掲げる金額の合計額（７０条１項若しくは２項（純損失の繰越控除）

又は７１条１項（雑損失の繰越控除）の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）とする旨定

める。 

 そして、同法２２条１項１号は、利子所得の金額、配当所得の金額、不動産所得の金額、事業所得

の金額、給与所得の金額、譲渡所得の金額（３３条３項１号に掲げる所得に係る部分の金額に限る。）

及び雑所得の金額（これらの金額につき６９条の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）の

合計額を、同法２２条１項２号は、譲渡所得の金額（３３条３項２号に掲げる所得に係る部分の金額

に限る。）及び一時所得の金額（これらの金額につき６９条の規定の適用がある場合には、その適用

後の金額）の合計額の２分の１に相当する金額を、それぞれ定める。 

２ 所得税法３４条 

 同条１項は、一時所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、

山林所得及び譲渡所得以外の所得のうち、営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の

所得で労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないものをいう旨定める。 

 また、同条２項は、一時所得の金額は、その年中の一時所得に係る総収入金額からその収入を得る

ために支出した金額（その収入を生じた行為をするため、又はその収入を生じた原因の発生に伴い直

接要した金額に限る。）の合計額を控除し、その残額から特別控除額（同条３項参照）を控除した金

額とする旨定める。 

３ 所得税法３５条 

 同条１項は、雑所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、山

林所得、譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当しない所得をいう旨定める。 

 そして、同条２項のいわゆる柱書きは、雑所得の金額は、同項各号に掲げる金額の合計額とする旨

定め、同項１号は、その年中の公的年金等（同条３項に定めるもの。）の収入金額から公的年金等控

除額（同条４項に定めるもの。以下同じ。）を控除した残額を、同条２項２号は、その年中の雑所得

（公的年金等に係るものを除く。）に係る総収入金額から必要経費を控除した金額を、それぞれ定め

る。 
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（別紙２） 

 

払込年月日 払込金額（出資口数相当数） 権利行使年月日 現物配分株式数 

平成17年8月25日 90,256,400円（400口） 平成17年8月25日 4,000,000株 

平成17年9月29日 

及び10月14日 
22,564,100円（100口） 平成17年10月17日 1,000,000株 

平成18年1月6日 22,564,100円（100口） 平成18年1月6日 1,000,000株 

平成18年2月6日 22,564,100円（100口） 平成18年2月7日 1,000,000株 

 



22 

別紙３ 

本件各更正処分等の経緯 

平成１７年分 （単位：円） 

項目 Ａ確定申告 Ｂ修正申告 Ｃ更正処分等 Ｄ異議申立て Ｅ異議決定 Ｆ審査請求 Ｇ審査裁決 

年月日 平成18年3月13日 平成18年3月17日 平成20年4月10日 平成20年5月28日 平成20年8月20日 平成20年9月17日 平成21年4月13日 

総 所 得 金 額 ① 589,539,750 589,539,750 1,165,879,500 589,539,750 589,539,750

給 与 所 得 の 金 額 ② 9,700,000 9,700,000 9,700,000 9,700,000 9,700,000

雑 所 得 の 金 額 ③ － － 1,156,179,500 － －
内
訳 

一 時 所 得 の 金 額 ④ 579,839,750 579,839,750 0 579,839,750 579,839,750

株式等に係る譲渡所得等の金額 ⑤ 14,612,519 14,612,519 14,612,519 14,612,519 14,612,519

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額 ⑥ 1,581,840 1,201,840 1,201,840 1,201,840 1,201,840

課 税 総 所 得 金 額 ⑦ 587,957,000 588,337,000 1,164,677,000 588,337,000 588,337,000

課税される株式等に係る 

譲 渡 所 得 等 の 金 額 
⑧ 14,612,000 14,612,000 14,612,000 14,612,000 14,612,000

課税総所得金額に対する税額 ⑨ 215,054,090 215,194,690 428,440,490 215,194,690 215,194,690

課 税 さ れ る 株 式 等 に 係 る 

譲渡所得等の金額に対する税額 
⑩ 1,022,840 1,022,840 1,022,840 1,022,840 1,022,840

定 率 減 税 額 ⑪ 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000

源 泉 徴 収 税 額 ⑫ 1,208,000 1,208,000 1,208,000 1,208,000 1,208,000

納 付 す べ き 税 額 ⑬ 214,618,900 214,759,500 428,005,300 214,759,500 214,759,500

過 少 申 告 加 算 税 の 額 ⑭ － － 21,324,000 0 0

翌 年 へ 繰 り 越 す 株 式 等 

に 係 る 譲 渡 損 失 の 金 額 
⑮ － － － －

棄
却 

－

棄
却 

（注）「一時所得の金額」欄の金額は、所得税法２２条２項２号の規定により、一時所得の金額の２分の１に相当する金額である。 
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別紙４ 

本件各更正処分等の経緯 

平成１８年分 （単位：円） 

項目 Ａ確定申告 Ｂ更正処分等 Ｃ異議申立て Ｄ異議決定 Ｅ審査請求 Ｆ審査裁決 

年月日 平成19年3月2日 平成20年4月10日 平成20年5月28日 平成20年8月20日 平成20年9月17日 平成21年4月13日 

総 所 得 金 額 ① 185,505,900 361,691,800 185,505,900 185,505,900

配 当 所 得 の 金 額 ② 120,000 120,000 120,000 120,000

給 与 所 得 の 金 額 ③ 9,700,000 9,700,000 9,700,000 9,700,000

雑 所 得 の 金 額 ④ － 351,871,800 － －

内
訳 

一 時 所 得 の 金 額 ⑤ 175,685,900 0 175,685,900 175,685,900

株式等に係る譲渡所得等の金額 ⑥ 0 0 0 0

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額 ⑦ 1,205,200 1,205,200 1,205,200 1,205,200

課 税 総 所 得 金 額 ⑧ 184,300,000 360,486,000 184,300,000 184,300,000

課税される株式等に係る 

譲 渡 所 得 等 の 金 額 
⑨ 0 0 0 0

課税総所得金額に対する税額 ⑩ 65,701,000 130,889,820 65,701,000 65,701,000

課 税 さ れ る 株 式 等 に 係 る 

譲渡所得等の金額に対する税額 
⑪ 0 0 0 0

配 当 控 除 額 ⑫ 6,000 6,000 6,000 6,000

定 率 減 税 額 ⑬ 125,000 125,000 125,000 125,000

源 泉 徴 収 税 額 ⑭ 1,449,400 1,449,400 1,449,400 1,449,400

納 付 す べ き 税 額 ⑮ 64,120,600 129,309,400 64,120,600 64,120,600

過 少 申 告 加 算 税 の 額 ⑯ － 6,518,000 0 0

翌 年 へ 繰 り 越 す 株 式 等 

に 係 る 譲 渡 損 失 の 金 額 
⑰ 128,445,075 128,445,075 128,445,075

棄
却 

128,445,075

棄
却 

（注１）「一時所得の金額」欄の金額は、所得税法２２条２項２号の規定により、一時所得の金額の２分の１に相当する金額である。 

（注２）株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上生じた損失の金額は、他の所得と損益通算できない（租税特別措置法３７条の１０の６項４号・所得税法

６９条１項）ことから、「株式等に係る譲渡所得等の金額」欄は、零円となる。 
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（別紙５） 

本件各更正処分等の根拠及び適法性 

 本別紙において、関係規定は、特に断ったもののほか、本件に適用のあるその当時のものを指す。 

第１ 本件各更正処分の根拠について 

 被告が本件訴えにおいて主張する原告の各係争年分の所得税の額等は、次のとおりである。 

１ 平成１７年分 

(1) 総所得金額 １１億６５８７万９５００円 

 上記金額は、次のア及びイの各金額の合計額である。 

ア 給与所得の金額 ９７０万円 

 上記金額は、原告が平成１８年３月１７日に雪谷税務署長に提出した原告の平成１７年分の

所得税の修正申告書（以下「平成１７年分修正申告書」という。）に記載した給与所得の金額

と同額である。 

イ 雑所得の金額 １１億５６１７万９５００円 

 上記金額は、本件組合契約に基づき本件組合が新株予約権を行使することにより、平成１７

年中に原告が本件組合から現物分配を受けたＡ株に係る経済的利益（以下「平成１７年分経済

的利益」という。）の金額であり、所得税法施行令（平成１８年政令第１２４号による改正前

のもの。以下同じ。）８４条３号の規定及び所得税基本通達（平成１８年１２月１９日付け課

個２－１８ほか２課共同による改正前のもの。以下同じ。）２３～３５共－９(1)の取扱いに基

づき、新株予約権の行使の日におけるＡ株の価額から同株式に係る払込総額を控除した後の金

額である（別紙６の平成１７年分「Ｆ雑所得の金額」の「合計」欄参照）。 

ウ 一時所得の金額 ０円 

 原告は、平成１７年分修正申告書において、平成１７年分経済的利益の金額を、平成１７年

８月２５日に新株予約権が行使された部分については別紙６と同様の計算に基づき、同年１０

月１７日に新株予約権が行使された部分については同月１４日のＡ株の株価の終値（１株当た

り２２９円）に基づき、それぞれ計算して、その合計金額を一時所得として記載し、申告して

いるが、同経済的利益は雑所得に該当することから、結果、一時所得の金額は零円となる。 

(2) 株式等に係る譲渡所得等の金額 １４６１万２５１９円 

 上記金額は、原告が平成１７年分修正申告書に記載した上場株式等に係る譲渡所得等の金額と

同額である。 

(3) 所得控除の金額の合計額 １２０万１８４０円 

 上記金額は、原告が平成１７年分修正申告書に記載した所得控除の金額（社会保険料控除の金

額７７万１８４０円、生命保険料控除の金額５万円、及び基礎控除の金額３８万円）の合計額と

同額である。 

(4) 課税総所得金額 １１億６４６７万７０００円 

 上記金額は、前記(1)の総所得金額１１億６５８７万９５００円から上記(3)の所得控除の金額

の合計額１２０万１８４０円を控除した後の金額（ただし、国税通則法（以下「通則法」という。）

１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの。以下、課税総所得金額

につき同じ。）である。 

(5) 課税される株式等に係る譲渡所得等の金額 １４６１万２０００円 

 上記金額は、前記(2)の株式等に係る譲渡所得等の金額（ただし、通則法１１８条１項の規定
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により１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(6) 納付すべき税額 ４億２８００万５３００円 

 上記金額は、次のア及びイの各金額の合計額からウ及びエの各金額を控除した後の金額（ただ

し、通則法１１９条１項により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの。以下、納付すべき税

額につき同じ。）である。 

ア 課税総所得金額に対する税額 ４億２８４４万０４９０円 

 上記金額は、前記(4)の課税総所得金額１１億６４６７万７０００円に所得税法８９条１項

の税率（経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関す

る法律（平成１１年法律第８号。平成１７年分については、平成１７年法律第２１号による改

正前のもの。平成１８年分については、平成１８年法律第１０号による改正（廃止）前のもの。

以下「負担軽減措置法」という。）４条の特例を適用したもの。）を乗じて計算した金額である。 

イ 課税される株式等に係る譲渡所得等の金額に対する税額 １０２万２８４０円 

 上記金額は、前記(5)の課税される株式等に係る譲渡所得等の金額１４６１万２０００円に

租税特別措置法（以下「措置法」という。）３７条の１１第１項の税率を乗じて計算した金額

であり、原告が平成１７年分修正申告書に記載した課税される株式等に係る譲渡所得等の金額

に対する税額と同額である。 

ウ 定率減税額 ２５万円 

 上記金額は、負担軽減措置法６条２項により計算した金額であり、原告が平成１７年分修正

申告書に記載した定率減税額と同額である。 

エ 源泉徴収税額 １２０万８０００円 

 上記金額は、原告が平成１７年分修正申告書に記載した源泉徴収税額と同額である。 

２ 平成１８年分 

(1) 総所得金額 ３億６１６９万１８００円 

 上記金額は、次のアないしウの各金額の合計額である。 

ア 配当所得の金額 １２万円 

 上記金額は、原告が平成１９年３月２日に雪谷税務署長に提出した原告の平成１８年分の所

得税の確定申告書（以下「平成１８年分確定申告書」という。）に記載した配当所得の金額と

同額である。 

イ 給与所得の金額 ９７０万円 

 上記金額は、原告が平成１８年分確定申告書に記載した給与所得の金額と同額である。 

ウ 雑所得の金額 ３億５１８７万１８００円 

 上記金額は、本件組合契約に基づき本件組合が新株予約権を行使することにより、平成１８

年中に原告が本件組合から現物分配を受けたＡ株に係る経済的利益（以下「平成１８年分経済

的利益」という。）の金額であり、所得税法施行令８４条３号の規定及び所得税基本通達２３

～３５共－９(1)の取扱いに基づき、新株予約権の行使の日におけるＡ株の価額から同株式に

係る払込総額を控除した後の金額である（別紙６の平成１８年分「Ｆ雑所得の金額」の「合計」

欄参照）。 

エ 一時所得の金額 ０円 

 原告は、平成１８年分経済的利益を一時所得に該当するとして平成１８年分確定申告書に記

載し、申告しているが、同経済的利益は雑所得に該当することから、結果、一時所得の金額は
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零円となる。 

(2) 株式等に係る譲渡所得等の金額 ０円 

 （△１億２８４４万５０７５円） 

 上記括弧書きの金額（金額の前の△は、損失の金額を表す。）は、原告の平成１８年分の上場

株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上生じた損失の金額であり、原告が平成１８年分確定申告

書に記載した同損失の金額と同額である。 

 なお、株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上生じた損失の金額については、措置法３７条の

１０第１項後段により生じなかったものとみなされることから、当該金額は零円となる。 

(3) 所得控除の金額の合計額 １２０万５２００円 

 上記金額は、原告が平成１８年分確定申告書に記載した所得控除の金額（社会保険料控除の金

額７７万５２００円、生命保険料控除の金額５万円、及び基礎控除の金額３８万円）の合計額と

同額である。 

(4) 課税総所得金額 ３億６０４８万６０００円 

 上記金額は、前記(1)の総所得金額３億６１６９万１８００円から上記(3)の所得控除の金額の

合計額１２０万５２００円を控除した後の金額である。 

(5) 納付すべき税額 １億２９３０万９４００円 

 上記金額は、次のアの金額からイないしエの各金額を控除した後の金額である。 

ア 課税総所得金額に対する税額 １億３０８８万９８２０円 

 上記金額は、上記(4)の課税総所得金額３億６０４８万６０００円に所得税法８９条１項の

税率（負担軽減措置法４条の特例を適用したもの）を乗じて計算した金額である。 

イ 配当控除の金額 ６０００円 

 上記金額は、前記(1)アの配当所得の金額１２万円に所得税法９２条１項の規定により１０

０分の５の割合を乗じて計算した金額であり、原告が平成１８年分確定申告書に記載した配当

控除の金額と同額である。 

ウ 定率減税額 １２万５０００円 

 上記金額は、負担軽減措置法６条２項により計算した金額であり、原告が平成１８年分確定

申告書に記載した定率減税額と同額である。 

エ 源泉徴収税額 １４４万９４００円 

 上記金額は、原告が平成１８年分確定申告書に記載した源泉徴収税額と同額である。 

(6) 翌年へ繰り越す株式等に係る譲渡損失の金額 １億２８４４万５０７５円 

 上記金額は、原告の平成１８年分の上場株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上生じた損失の

金額であり、原告が平成１８年分確定申告書に記載した同損失の金額と同額である。 

第２ 本件各更正処分の適法性について 

 被告が本件訴えにおいて主張する原告の各係争年分の納付すべき税額は、前記第１・１(6)及び２

(5)のとおり、それぞれ、 

  平成１７年分  ４億２８００万５３００円 

  平成１８年分  １億２９３０万９４００円 

であるところ、上記各金額については、平成２０年４月１０日付けで雪谷税務署長が原告に対して行

った平成１７年分及び平成１８年分の所得税の各更正処分（以下、それぞれ「平成１７年分更正処分」

及び「平成１８年分更正処分」という。）に係る納付すべき税額といずれも同額であるから、本件各
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更正処分はいずれも適法である。 

第３ 本件各賦課決定処分の根拠及び適法性について 

 上記第２のとおり、本件各更正処分はいずれも適法であるところ、本件各更正処分により新たに納

付すべき税額の計算の基礎となった事実に関しては、本件各更正処分前における税額の計算の基礎と

されていなかったことについて、通則法６５条４項の正当な理由があるとは認められない。 

 したがって、原告に課されるべき過少申告加算税の金額は、本件各更正処分により原告が新たに納

付すべきこととなった税額を基礎として、次の１及び２のとおり計算した金額となり、これらの金額

は、平成２０年４月１０日付けで雪谷税務署長が原告に対してした本件各賦課決定処分における過少

申告加算税の金額といずれも同額となるから、本件各賦課決定処分はいずれも適法である。 

１ 平成１７年分 ２１３２万４０００円 

 上記金額は、平成１７年分更正処分により原告が新たに納付すべきこととなった税額２億１３２

４万円（通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。以下同じ。）

を基礎として、これに通則法６５条１項に基づき１００分の１０の割合を乗じて計算した金額であ

る。 

２ 平成１８年分 ６５１万８０００円 

 上記金額は、平成１８年分更正処分により原告が新たに納付すべきこととなった税額６５１８万

円を基礎として、これに通則法６５条１項に基づき１００分の１０の割合を乗じて計算した金額で

ある。 
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別紙６ 省略 


